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公的年金財政状況報告 一平成18年度－  （要旨）  

図表1 財政収支状況 平成18年度  
Ll財政収頭  

○公的年金制度全体の財政収支状況   

一給付費は43．8兆円一  

公的年金制度全体でみると、18隼度の収入は   

保険料収入27．2兆r1J、同庫・公経済負担7．2兆  

「1］等、支と土1は年金給付費43．8兆円等となってい   

る。 18年度末の積立金は、簿価ベースで191．5   

兆円、時価ベースで204．7兆ItJであった（図表1、   

本文図表2－1－1）〔 

○保険料収入   

一被用者年金で増加、国民年金で減少一  

保険料収人は、厚生年金21．0兆円、国共済1．0   

兆円、地共済3．0兆円、私学共済0．3兆「丁］、国   

民年金1．9兆Hであった（本文図長2卜4）。18   

年度は、すべての被川音隼金で増加した一方、   

国民年金で減少した。   

○給付費   

一国共済以外の被用者年金、基礎年金で増加－  

lメニ 分   
公的年金  
制度全体   

億l【J  

収入総縫  簿価ベース  162，102   
帖価べ」－ス   ト178，505］   

イ尉材料収人   272，4：i5   

国庫・公経済真打   72，39′1   

追加費≠   15，914   

連川収入  簿価ベース   17，289   
川り邑 イト余積、」／二1ナ勘二L11運川   

独、【。′二子j収iノ三人納付金）   
（19，611）  

‖与仙ベース   ［6：う，472］   

積、l／二金相「■欄享納イ寸金   2，567   

職域等費用納付金   2，762   

解散り牛隼金基金等徴収金   6，80〔）   

楕立金し上り受人   36，995   

そゾ）他   ※ 4，918   

支出総客員   441，5：う9   

給付費   437，809   

そゾ）他   3，7：〕0   

収支残  簿価ベーース  

時価ベース  

20，563  

［36，966］  

年度末積立金 簿価ベース  

時価ベース  

1，911，928  

［2，046，554］  

汗州′」隼合溝町炉仝伸上Lてし′冊1射叉友状況をレJ）えるた浮）、州′パト余   

仙聖内てのでりとLトごあるj．引腋牛守雄勘＝余、J封荏イド1モ′去イ、」余、冊政   

調整拠＝令、隼余保陳肴拠＝令（囚J巨済組合連合会雪：拠州側文人）   
に／ノいて、収人・友‖＝両市九り■Jr玲いていろ£た、車牛」庄〔／潮政収   
封ノこ況をとJJえろたが）、収人し′）そ机他（※）に＝∴ 大輔酎l金勘定肌   

「l廿牛皮剰余余七人11，112億ト】」を除いた袖を．汗上しごし、ろ   

なユ∴収人〃）その他に＝、卑′仁イト令・日比隼金（H艮隼合制定1爪   
「1廿牛金一紆余運川肘掛ノ）解散に什い隼剰i七融蝕＝伸上企T′ろ1イト企特   

別余計に′梢l来された二Hこ⊥ろ収人」が1Eれている   

給付費汗は、厚生年金22．3兆l－j、国共済1．7兆円、地共済4．3兆円、私学共済0．2  

兆円、国民年金の国民年金勘定1．8兆H、基礎年金勘定13．5兆「1であった（本文図表  

2【112）。し軋共済以外の被用者年金で増加が続いている。匡1民年金では、基礎年金勘定  

で人幅な増加が続く一方で、国民午金勘定では一貫して減少傾向が続いている。   

往．そH軋度甘欄封寸費は、基礎咋御l】＼1摘釦廿貫（lと】法隼金の齢刊費のうち展礎隼金柑、lうとされる分）を含む。   

Ik眠年二金勘定の給付費は巨としノて附法l机糾二令の給付費、展礎年金勘定〝）給付費は展礎年金給付費である 

○積立金   

積立金汗は、厚生年金130．1兆＝［139．8兆円］、国共済8．8兆円［9．2兆円］、地共  

済39．7兆円［42．0兆円］、私学共済3．4兆円［3．6兆「リ］、国民年金勘定8．8兆円［9・4  

兆円］、基礎年金勘定0．7兆円であった。（本文図表2－1【15）。なお、厚生年金の積立金   

には、厚生年金基金が代行している部分の積立金は含まれていない。   

注 数値は簿イ111iベース、［］い＝封持イrtHベースであるし，時価評価のん優については本文惇］表2117参照。   



○単年度収支状況   

単年度収支状況は、年金数理部会が公的年  

金制度の財政状況を年金財政の観点から制  

度横断的に比較・分析したもので、厚生年  

金・国民年金（国民年金勘定）の「積立金よ   

り受入」及び基礎年金勘定の「前年度剰余金  

受入」を除いて算出した単年度の収支状況を  

示している。公的年金制度全体の単年度の収  

入総額は、簿価ベースで42．5兆円、時価ベ  

ースで44．2兆円、単年度の支出総額は44．2  

兆円となっている（図表2、本文図表2一卜3）。   

単年度収支残托は、簿価ベースで1．6兆円  

の赤字、時価ベースで28億円の赤字となっ  

ている。 平成16年改正により積立金を活用  

する有限均衡方式による財政運営に変わっ  

ており、財政再計算においてあらかじめ見込  

まれていた状況と比較して評価する必要が   

ある。  

図表2 単年度収支状況 一平成18年度－  
【年金数理部会が年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもの】  

区 分  
公的年金  
制度全体  

億円  
総額  簿価ベース  425，107  

時価ベース   ［441，511］  

保険料収入   272，435  
国庫・公経済負担   72，394   

収単  追加費用   
年  

15，914  

入鹿   運用収入  簿価ベース   47，289  
（再掲 年金積立金管理運用   

独立行政法人納付金）  
（19，611）  

時価ベース   ［63，472］  

積立金相当額納付金   2，567  

職域等費用納付金   2，762  

解散厚生年金基金等徴収金   6，800  

その他   4，948   

支妄  441，539  

年   437，809   
出畢  その他   3，730   

単年度収支残 簿価ベース  

時価ベース  

△16，432   

［△28］  

年度末積立金 簿価ベース  

時価ベース  

1，914，928  

［2，046，554］  

注 公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金  
制度内でのやりとりである基礎年金拠出金、基礎年金交付金、財政  
調整拠出金、年金保険者拠出金（国共済組合連合会等拠出金収入）  
について、収入・支出両面から除いている。  

注 公的年金制度は積立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行っており、厚生年金・国民年金（国民年金勘定）   
の事業運営では、必要がある年度については、あらかじめ「積立金より受入」を予算計上して財源を確保し、   

当年度の給付等の支出を支障なく行うようにしているため、単年度収支残（図表2）は、事業運営の結果を示す  
決算の収支残（図表1）とは異なるものである。  

2 被保険者  

○被保険者数 一厚生年金、私学共済で増加一   

被保険者数は、被用者年金が、厚生年金3，379   

万人、国共済108万人、地共済304万人、私学共  

済46万人の計3，836万人、国民年金第1号被保  

険者が2，123万人、第3号被保険者が1，079万人   

で、公的年金制度全体では7，038万人であった  

（図表3、本文図表2－2－1）。18年度は、厚生年金   

と私学共済で増加し、被用者年金制度計で2．0％  

増加した。一方、国民年金第1号被保険者は3．1％  

減少し、公的年金制度全体では0．1％減少した。  

5，000   

4，000   

3，000   

2，000   

1，000   

0  

平成 7 8 9101112131415161718 年度   
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01人当たり標準報酬額 一男女間の差が小さい国共済と地共済－   

1人当たり標準報酬月額（賞与は含まない）は、厚生年金31．3万円、国共済41・0   

万円、地共済45．1万円、私学共済36．9万円であった（本文図表2－2－9）。【■・方、賞与   

も含めた1人当たり標準報酬額（総報酬ベース・月額）は、厚生年金37・4万円、国共   

済54．5万円、地共済60．0万円、私学共済48．7万円であった（本文図表2－2－10）。国   

共済と地共済は、厚生年金や私学共済に比べて男女間の差が小さい。   

注 平成15隼度から総報酬制が導入された  

r入   国表4 受給権者数の推移  千・人  
3 受給権者  

○受給権者数 一各制度とも増加が続く一   

受給権者数は、厚生年金2，616万人、国   

共済101万人、地共済235ノノ人、私学共済   

29万人、国民年金（新法基礎年金と旧法国   

民年金）2，542万人であった（図表4、本文   

図表23－1）。何らかの公的年金の受給権を   

有する者は3，366ガ人である。各制度とも   

増加を続けている。  3，000  

2，00（）  

l，000  

0  

○老齢・退年相当の年金の平均年金月額  

老齢・退年相当注1の年金の平均年金月額  
Iく成 7 8 910111213】41516 ユ718 叶度  

け2（老齢基礎年金分を含む）は、厚生年金  

（厚生年金基金代行分も含む）16．3方円、国共済20．8万円、地共済22・1万円、私学共  

済20．6力◆円、国民年金（新法老齢基礎年金及び旧法国民年金の老齢年金）5・3万円であ  

った（本文図表23－16）。すべての被用者年金で減少したが、厚生年金は18年度に女  

性の定額部分の支給開始年齢が61歳に引き上げられた汀1ことなどから、他制度に比べ  

減少幅が大きくなっている。 一ノノ、国民年金は増加を続けている（本文図表2－318）。  

往l老齢・退隼柚1とは、被保険者期間か老齢其礎隼金の資格期間を満たしている（経過措置（現在は20年以1二）  
及び中高齢の特例措置（15年以l二）も含む）新法の老齢厚生年金及び退職共済年金、並びに旧法の老齢隼金  
及び退職年金のことをいう 

往2 比較に際しては、共済年動こは職域部分が含まれることの他、男女比や平均加入期間に制度間で差があるこ  
とに留意が必要である 

托3 共済年金の女他については、既に乳性と 一緒に定額部分の支給開始年齢が引きLげられており、厚生年金の  
女性のみ、引【二げスケジュールが5隼遅れとなっている。  

111一   
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4 財政指標  

○年金扶養比率 一高い私学共済、低い国共済、地共済。各制度とも低下一   

年金扶養比率注は、厚生年金2．82、国共済1．68、地共済1．89、私学共済4．88、国民   

年金2．77であり、各制度とも一貫して低下してきている（本文図表2－4－2、2－4－3）。   

年金扶養比率の高い私学共済は、成熟が厚生年金などに比べて進んでいない制度、逆   

に年金扶養比率の低い国共済、地共済は成熟が進んでいる制度といえる。  

注 被保険者数の受給権者数（老齢・退年相、一1の受給権者数）に対する比。  

○総合費用率   

総合費用率拝は、厚生年金17．8％、国共済17．6％、地共済16．8％、私学共済12．0％   

であった（本文図表2－4－8、24－9）。18年度は国共済、地共済、私学共済で上昇し、厚   

生年金で横ばいとなっている。  

注 実質的な支出のうち自前で財源を賄わなければならない部分の標準報酬総額に対する比率。  

厚生年金は決算ベースであり、厚牛年金基金による代行分を含まない。  
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5 平成16年財政再計算における将来見通しとの比較  

○被保険者数  

被保険者数は、厚生年金、私学共済、国民年金（基礎年金）は実績往1が将来見通し   

注2を上回ったが、国共済＋地共済往：∋は下回った（本文図表3－2－1）。上回った割合は、   

厚生年金3．6％、私学共済3．5％、国民年金（基礎年金）0．8％であった。一方、下回   

った割合は、国共済＋地共済0．1％であった。  

柱1厚生年金については、「実績推計」（本文98自参照）で比較している。以卜においても同様である。   

注2 将火見通しは、平成16年財政再計算の将来見通しにおける基礎隼金拠山金に係る国庫・公経済負担について、  

平成16年改正後の引上げを反映した加工値（本文99頁参照）である。以下においても同様である。   

注3「玉l共済と地典済の財政単位の一元化に伴い、財政再計算では両者の財政を 体として扱った将来見通しが示  

されている。ここでは、国共済と地共済の合算分を「国共済＋地共済」と表記している。  
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○受給者数  

受給者数は、厚生年金、国共済＋地共済、私学共済は実績が将来見通しを下回った   

が、国民年金（基礎年金（基礎年金相当受給者を含む））は上回った（本文図表3－2－3）。   

下回った割合は、厚生年金3．0％、国共済＋地共済3．7％、私学共済0．5％であった。   

一方、上回った割合は、国民年金（基礎年金）1．3％であった。  

1V‾  



○保険料収入   

保険料収入は、厚′巨年金は実絹が将来見通しを上回ったが、国共済＋地共済、私学   

共済、国民年金は卜回った（本文図表3－24）。上回った割合は、厚生年金1．3％であ   

った。一ノ∴下回った割合は、国共済＋地共済5．0％、私学共済0．3％、国民年金15．4％   

であった。   

○実質的な支出額   

実質的な支出額往は、厚生年金、私学共済は実績が将来見通しを上回ったが、国共済   

＋地共済、し当民年金はFk］った（本文図表3－2－7）。上回った割合は、厚生年金1．0％、   

私学共済1・4％であった〔つ 一方、卜回った割合は、国共済＋地共済1．6％、国民年金   

5．8％であった。  

ほ 支州のうち、保険料収入、積、▲√二金、運用収入及び国庫卜公経済負担で賄うことになる部分 

図表5 年金扶養比率  
○年金扶養比率  

年金扶養比率は、厚生年金、［り共   

済＋地共済、私学共済は実績が将来   

見通しを上回ったが、国民年金はF   

回った（図表5、本文図表33－1）。   

上回った幅は、厚生年金0．09ポイン  

ト、国共済＋地共済0．01ポイント、   

私学共済0．24ポイントであった。一   

方、下回った幅は、国民年金0．01ポ   

イントであった（本文図表3－3－3）。  
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＝丁目余  

L軋拉済1．7：う  
rt】丹前1勅往一行   

将来見通し  

尖績   

15  16  17  川  19  20  21隼腰  

l太線け英紙、細線卜川．汁算叫けt「ごあろ  

図表6 総合費用率   

数すはゃ成1日隼摩山′ぷ乳  

■′〃‾ハ、 

／‾品‘【J■、、」、  

糖誓‘一〝㌦㌦一〆一〆                                                           L   

○総合費用率  

総合費用率は、厚生年金は実績が 2n   

将来見通しを下回ったが、国共済十  

／ 

地共済、私学共済は上巨吏1った（図表6、  

本文図表33－4）。F回った幅は、厚  

生年金0．1ポイントであった。一一力‘、  

上回った幅は、国共済十地共済0．6  

ポイント、私学共済0．3ポイントで  

あった（本文図表3－3－6）。  
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 A【∴ノ斤▼州川1  

Ilノソ1二隼金的【′夫織推汁」は、将来虻適Lヒ   
比較するた机、厚ノト年金基金叫〔千丁宗㍍寸う）を  

加えろんど、将来見通Lベーくに換算二しノたヰJ  
ノ）てある 

汗2 太線け夫続く′夫紙柵．盲†）、細線ii再．計算鉛  
某に、l／成雄牛改ーヒ楼佑中継巨・公約招H吊里  
き＝デを反映し′たノ川【．佃であろ   

将来見通し  
実績  

to 」  

15  

Ⅴ′   

l（i  17  1日  19  2（〕  21隼捜   



6 実績と平成16年財政再計算の将来見通しとの車離分析  

○積立金の実績と将来見通しとの市離分析   

被用者年金全制度において、積立金は実績が将来見通しを上回っており、名目運用   

利回りが将来見通しを上回ったことが大きく寄与している（本文図表3－4－3）。一方、   

さらに細かくみると、名目賃金上昇率が将来見通しを下回っており、これは積立金の   

実績を将来見通しより減らす方向に作用している（本文図表3－4－6）。時価ベースでみ   

た場合、各共済の積立金は簿価ベースより大きくなり、将来見通しとの帝離は一層大   

きくなっている。   

（「実質」でみた財政状況）   

公的年金では、保険料や給付費など収支両面とも長期的には概ね名目賃金上昇率に   

応じて増減することから、前述のように積立金に名目賃金上昇率の違いによる乗離が   

生じても、実質賃金上昇率等が変わらなければ、全体の財政規模が相似的に拡大、縮   

小するだけであり、長期的には財政的にあまり影響がないと考えられる。   

名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値注を実績の積立金と比較すると、各制度   

とも、実質的な運用利回りが将来見通しを上回ったことによって、大きくプラスとな   

っている（図表7、本文図表3－4－7）。これは、年金財政の観点から見れば、実績の方   

が将来見通しよりも良い方向に推移していることを意味している。   

注 平成16年財政再計算における将来見通しについて、名目賃金上昇率を、財政再計算の前提の数値から実績の数  

値に置き換えて算出した推計値。  

図表7 積立金の実績と平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離状況  

【将来見通しの平成18年度を基準（＝100）にして表示】  

国共済  国共済＋地共済  
110  

105  

100  

95  

90  

‖0  

105  

100  

95  

90   
16年度  17年度  18年産  16年度  17年度  18年度  

地共済  ニ：将来見通し  

：実績（時価ベース）  

こ二名日干金上昇串の違いを  
除いた場合の推計値   

（参考）図表の見方  

「実績」（緑線）と「孝．目賃金上昇率の  

違いを除いた場合の推計値」（赤線）の  

差が、前述の「実績の方が将来見通し  

よりも良い方向に推移していること」  

を表している。  16年鹿 17年度  18年度  

‾Vl‾  

16年度  17年度  18年度  

「牒   



○収支比率注の実績と将来見通しとの帝離分析  

被用者年金全制度において、収支比率は実績が将来見通しを下回った（本文図表   

3－5－1）。その蔀離の大部分は、各制度とも、18年度の運用収入が将来見通しを上回っ   

たことにより発生したものである（本文図表3－5－2）。  

注 「実質的な文相」耳庫・公経済負担」（ハ「保険料収入＋運用収入」に対する百分比 

○積立比率注の実績と将来見通しとの奉離分析  

被用者年金全制度において、積立比率（時価ベース）は実績が将来見通しを上回っ   

た（本文図表3【5－5）。その蔀離の大部分は、各制度とも、18年度の「前年度末積立金」   

（17年度末積立金）の帝離によるものであり、さらに、その釆離の主な要因は、17年   

度の名目運用利回りが将来見通しを上回ったことによるものである（本文図表3－5－7）。  

注 前年度末積、二〔金〝〕、当該咋度の「′美質的な支出「国庫・公経済負担」に対する比。  

‾▼Vll   
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FinancialReportonthePublicPensionSystem  

FisealYear2006（Summary）  

Figurel FinaneialStatus（FY2006）  ,enditure 1．FiscalReYenueand Ex   

Pし1bllCPCn泳Ⅶ  

PlaIISこ1SaⅥ′h（－1c  
〔1】assIIicatlOn  

□ The FinancialStatus of Public Pension   

Plans as a whole－43．8trillion yenin   

Bene甫ts  

ThellnancialstatusofpublicpenSionplans   

as a whole fbr FY2006 reveals that コ7．2   

trillion yen of revenue wasincome什om   

COntributionsand7．2tri11ionyenwas什om   

Subsidies by state etc．，While43．8tri11ion   

yen of the expenditure was fbrpenSion   

benents．The reserve at the end ofFY2006   

was191・5trillion yen at book value and   

204．7trjllionyenatrnarketvalue（Figurel，   

Figure2－1－1inthereport）・  

□Contributions－InereasedforEmployee  

Pension PlansanddecreasedforNP  

Contributions of Employees’Pension   

Insurance（EPI）were21．Otrillionyen、those   

of National Public Service Personnel   

MutualAid Association（NPSP）werel．O   

trillionyen，LocalPublicServicePersonnel   

MutualAid Association（LPSP）werc3．O   

trillion yen，MutualAid Corporation fbr   

Private SchooIPersonnel（PSP）were O．3  

（b（）Okvalue）  

（1Ⅵarkctヽralu（：）  

T（〕1こ1】rcv℃nuじ  

（1（）ntnbul10IIS  

SubsldleSbvstヱ1tCetC．   

Sし1bsldlCS†研一－bc封∫）Wals‖payl11CntSOrPr】川’Pじnいd  

lnヽrChlmenltn（二（）111C  （b（10kvaluc）  

（RemlttanCeS什omthe（；し1VernnlentI）enslOnlnvestmcnlFund）  

（l11arkctvuluc）  

l）乙iymCtltOrthecostft－rCOnSOlidatjonol、わnTterM∧＾s  

l－aylllentOfthecostlbrtheoL：Cupatiol－alportlOneXCeeLIEPI  

l｝LIymentOrthecosltt）rCOntraCtlngbackmtt－tiPIorLr’Fs  

Tranゝfヒr什olllthし・rじSeIヽ′C   

Olhcr㍉  

Totとl】cxpcnditt】rC   

Bcnし・lうtゝ  

OttlCt・S  

BalanceorrevenucsandexpendltureS  （bookvalue）  

（nlarkctvalし1e）  

2〔）．5（）3  

15b、り6叫  

（bookvalue）  

（mこIrketヽ′alue）  

1．引4．928  

［2，04（）、554l  

ReservcLltthecndofftscalyear  

N”te．ToealculalerevenueandexpendttureinconsoLidatedbase、thef｛州owlngCOntnbullOn”nd  

conAeSPOndlngreVenueal・eeXCluded斤州一bolhre、enueandexpend．turesumlTlatlOnbecuuscth（一Se  

coTltnhutlOnSandhlCOTT忙arCPald什ornonepub］1Cr，enSlt－nPlantootherpubllCr）CnStOnr）］乙ul 

eolltrlbし1t】OntOBこulCPensIOn．COntributlOntOtheequlValenttobenetitsofBasICPens．on（01dlaw  

（PenSll）nlLIWenヒctlVetXわreFY19ボ6））．contnbし1tionrepresentlng‖1ter－PlanflSCal叫ustmcnh  

betweenNPSPandLPSPandcontnbu11OntOSur）POr［JTMAAJRMA＾andNTTMAAthal  
consoltdatedtoEPI，Addltl（）nallytheamounloI’tmnsfbr丘omthesurplus（）rr）reVIOuSyear  

（E、4E4．2billionyen）1nBasICPenslOnAccounllSeXCluded什om”Others”（＊）1nreVCn  

”OthcrhlllnreVenuelnCludcsEPT／NP（NatlOnalPcnsionAccount）revenue什ornthetransfer10  

1heSpec】a］PeI一”TnAccountsofpensionhouslng）oanrepay一一IentSfo1lowlngthedlSSOLul】川一（汀  

theJt）mlerGovemmcnlPensionlnvestmentトund   

tri11ionyenandNationalPension（NP）were  

l．9trillion yen（Figure2－l－4in thel－epOrt）．7n FY2006，COntributions ofallemployee pension plans  

increased，WhilecontributionsofNPdecreased．   

□lPensionBenetits－IncreasedR）rEmployeePensionPlans（exceptNPSP）andBasicPension   

Benef3tslofEPIwere22・3tri11ionyen，thoseofNPSPwerel・7tri11ionyen，LPSPwere4・3trillionyen，PSP   

wereo・2trillionyen，NP、sNationalPensionAccountwerel・8trillionyen，andNP，sBasicPensionAccount   

were13．5trillion yen（Figure2－1－12in the report）．Pensions benents areincreasing fbrallemployee   

penSion plans except NPSP・With regard to NP，While Basic Pension Account continued toincrease   

Slgnincantly，NationalPensionAccounthastendedtodecrease・  

Note］：BenentsfbreachpenSionplanincludetheequivalenttobene吊tsofBasicPension（thepartialamountofbenefits  
undertheoldlawregardedequi＼alenttoBasicPension）．ThebenefitspaidbytheNationalPensionAccountare  

mainlythoseundertheoldNati（一nalPensionLaw・ThebenefltspaidbytheBasicPensionAccountarethoseof  
Basic Pension．   



ロトReserYe   

ReservelofEPIwas130・1trillionyen（139・8trillionyen），thatofNPSPwas8・8tri11ionyen（9．2trillion   

yen），LPSPwas39・7trillionyen（42・Otrillionyen），PSPwas3．4trillionyen（3．6tri11ionyen），NP’sNational   

PensionAccountwas8・8trillionyen（9・4trillionyen）andNP’sBasicPensionAccountwasO．7trillionyen．  

（Figure2－1－15inthereport）・NotethatthereserveOfEPIdoesnotincludethatofthesubstitutionalpartof   

theEmployees’PensionFund．  

Note］：Thevaluesareatbookvalues．Thevaluesinparenthesesareatmarketvalues．Themethodfbrmarketvalue  

assessmentisaspresentedinFigure2－ト17inthereport．   

口AdjustedFinancialStatustoobservetheeventsrelatedtothepresentyear  

AqjustedFinancialStatustoobserve  

theeventsrelatedtothepresentyear  
iscomparedandanalyzedinacross－  

SeCtionalwayfromtheviewpolntOf  
PenSion finances by Actuarial  

Subcommittee. It is calculated by 

excluding“transfbrfiomthereserve”  

in EPIand NP（NationalPension  

Account）andtheamountoftransftr  

丘omthesurplusofpreviousyearin  

Basic Pension Account．The total  

amount of revenue on the adjusted 
nnancialstatus base fbr public  

PenSion plans as a whole was42．5  
trillion yen at book value，44．2  

trillionyen atmarketvalue andthe  
totalamount ofexpenditure on the  
adjusted financial status base was 
44・2trillionyen（Figure2，Figure2－  

1－3inthereport）．  

The balance of revenues and  

expenditures on the aqjusted  
nnancialstatusbaselwas＿1．6trilli。n  

yen at book value and－2．8billion  

yen at market value・Followlng the  

PenSion revisionsin FY2004，Public  

Figure2 AdjustedFinancialStatustoobservetheeventsrelatedtothe  

presentyear（FY2006）  

‖Thetablecomparedandanalyzedinacross－SeCtiona）wayfromthevleWpOlntOfpenSion  

financesbyActuarialSubcommittee‖  

Classification  
Public pension 
plansasawhole   

100 million yen 

Totalamount  （bookvalue）  425，107  

（markctvalue）   ［441，511】  

Contributions   272，435  

Revenue                                    Subsidiesbystateetc．   72，394   

（叫IuSted  Subsidiesforl．bestowals’’paymentsofprlOrperiod   15，914   

nnancial  Investmentincome  （bookvalue）   47，289   
StatuSbase）   （Remittances丘omtheGovernmentPensionlnvestmentFund）   （19，61り  

（marketvalue）   ［63，472］  

PaymentOfthecostfbrconsolidationofformerMAAs   2，567  
PaymentofthecostfortheoccupationalportionexceedEPI   2，762  

PaymentOfthecostfbrcontractingbackintoEPlofEPFs   6，800  

Others   4，948   

Expenditure  441，539  
（a句usted   437，809   
financial 

StatuSbase）  Others   3，730   
・
・
・
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Balanceofrevenuesandexpenditures  （bookvalue）  

OntheadJusted坑nancialstatusbase  （marketvalue）  

Reserveattheendoffiscalyear  （bookvalue）  

（mrketvalue）  

1，914，928  

【2，046，554］  

Note：Tocalculaterevenueandexpenditu’einconsolidatedbase，thefollowlngCOntributionsand  

COrreSPOndingrevenueareexcludedfrombothrevenueandcxpendituresumrnationbecausethose  
COntributionsandincomearepaidfromonepublicpenSlOnplantootherpublicpensionplan＝COntribution  
toBasicPensjon，COntributiontotheequivalenttobenelitsofBasicPension（01dlaw（penSionlaw  

effectivebeforeFY1986）），COntributionrepresentinginter－plan鮎calaq】uStmCntSbetweenNPSPand  
LPSPandcontrlbutiontosupportJTMAA，JRMAAandNTTMAAthatconsolidatedtoEPI．   

PenSion plans are now nnanced according to the closed－Period－  

balanclngmethodwhereboththeinvestmentincomeandcapltalofreserveSCanbeusedtopaybenents・  

ThesevaluesshouldbeevaluatedbycomparlngWiththefutureprcuections・   

Nolel：Thennancesofpublicpensionplansaremanagedbytheclosed－period－balanclngmethodwhichmakesuseof  

reserveS・InEPIandNP（NationalPensionAccount），“tranSfbr丘omthereserve”isrecordedinthebudgetin  

advanceifitis necessary，tO enSurethe expenditures suchaspensionsbenefits・Therefbre，the＝balance of  

revenuesandexpendituresontheadjusted坑nancialstatusbase”（Figure2）dif托rsfromthe“balanceofrevenues  

andexpenditures”（Figurel）whichshowstheoverallresultsofpensionplanmanagementincluding“transftr  
fi・omthereserve”andsoon．  



しヱ．l－－、l‖・‖＝・l・■Ⅶl「   

［コ Numberoflnsured Persons－   

IncreasedforEPlandPSP  

Thetotalnumberofinsuredpersonsby   
employee pension plans was 38・36   

mi11ion：33．79 mi11ion by EPl，1・08   

millionbyNPSP，3・04millionbyLPSP   

and O・46million by PSP・In addition，   

thenumberofinsuredpersonsby NP   
Category－1was2l・23mi11ion andby   

NP Category－3 waslO・79 million・   

These brought the totalnurnber of   
particIPantSinpublicpensionplansas   
a whole to70，38mi11ion（Figure3，   

Figure2－2－1inthereport）・InFY2006，   

thenumbersofinsuredpersonsbyEPl   

and PSPincreased，andthenumberof  

insuredpersons by employee pension   

plansincreasedby2・0％・Ontheother   

hand，thenumberofinsuredpersonsby   

NPCategory－1decreasedby3・1％，and   

the total number of participants in 
public pension plans as a whole   

decreasedbyO．1％・  

Figure3 Trendsinthenumberofinsuredpersons  

】，000pcrsons  】、nOりpcrsons  

199519（）6199719981999200020012（）02200320（M2005200（）  

Flscal year 

□StandardRemunerationperCapita－Male－femaledifftrencesweresmallerforNPSPandLPSP   

Standardmonthlyremunerationpercar）ita（notincludingemployeebonuses）was313，000yenfbrEPl，   

410，000yenfbrNPSP，451，000yenfbrLPSPand369，000yenfbrPSP（Figure2－2－9inthereport）・Onthe   
otherhand，Standardremunerationpercapitaincludingemployeebonuses（totalremunerationbase；amOunt   

permonth）was374，000yenforEPI，545，000yenfbrNPSP，600，000yenfbrLPSPand487，000yenfbr   

PSP（Figure2－2－10inthereport）．ForNPSPandLPSP，thedifftrencesofremunerationbetweenmaleand   

ftmaleinsuredpersonsweresmallerthanthosefbrEPIandPSP・  

Note：ExtensionofrernunerationcalculationstocoverbonusesbeganinFY2OO3 



3．Bene爪ciaries  

□Number ofBeneficiaries，Continued to   

IncreaseforallPublicPensiottPlans  

There were26．16million benenciariesin   

EPI，1．Olmi11ion benenciariesin NPSn   

2．35 million beneficiariesin LPSP，0．29   

million benenciariesin PSP and 25．42   

million benenciariesin NP（both Basic   

Pension under the newlaw and National   

Pension under the oldlaw）（Figure 4，   

Figure 2－3－1in the report）．The total   

number ofpeople having pension benetlt   

eligibilitiesforsomesortofpublicpension   

was 33．66 million．The number of   

benenciariesis continulng tOincreasefor   

allpublicpensionplans．   

□Average Monthly Amount of Old－age   

pension（fbrLong－1七rmContributors）   

The average amountofold－age（forlong－   

term contributors））permonth2（including   

the amount ofthe old－age basic pension）   

WaS163，000yenfbrEPl（includingportion   

paidbyEmployees’PensionFundonbehalf  

Figure4 Tremdsinthenumberofbeneficiaries  

l，000persons  り）00persons  

25，000  

20，000   

1995199（）199719981999200020012002200320042005200（）  

FISCalyear  

OfEPI），208，000yenfor NPSI1221，000  

yenforLPSP，206，000yenfbrPSPand53，000yenforNP（01d－agebasicpensionbene茄tsunderthenew  

lawandold－agePenSionbenentsofNPundertheoldlaw）（Figure2－3－16inthereport）．Whiletheaverage  

monthlyamountofbenefitsfbrallemployeepensionplansdecreased，thescaleofthedeclinewasgreater  

fbrEPIduetotheraislngOfwomen’sageatwhichpaymentofthefixedamollntPOrtionstartsto61in  
FY2006・30ntheotherhand，theaveragemonthlyamountofbenentsfbrNPiscontinulngtOincrease  

（Figure2－3－18inthereport）．   

NoLel：”01d－age（forlong－termCOntributors）’’istheoneunderthenewlawthatrequiresfu帽1mentoftheeligible  
Periodinoneplanstipulatedintheold－agebasicpension（25years；including20yearsofcontributionsinthe  

interimmeasureand15yearsofcontributionsinthespecialmeasureforthemiddleandolderage），aSWellas  

theoneundertheoldlaw．   

Note2：Atthecomparison，besidesthattheMutualAidAssociations（MAAs）hasthe”occupationalportionexceedEPI”，  

itisnecessarytobearinmindthattherearedif托rencesonmaleTftmaleratioandaveragecontributionperiodby  

theplancompared．   

Note3：InthecaseofMAAs，WOmen’sageatwhichpaymentofthefixedamountportionstartswasraisedatthesame  

timeasthatfbrmen．InthecaseofEPI，however，thereisanve－yearlaglntheraislngOftheageatwhich  

paymentofthe坑xedamountportionstartsforwomen．  

1
ゝ
■
′
さ
＋
・
r
ト
ー
｝
 
 
 
 
l
声
ン
・
・
臼
巳
6
1
i
r
r
l
【
一
l
一
r
 

」
■
－
－
羞
ハ
ト
1
 
J
竜
r
 
t
■
L
’
・
・
r
L
d
・
り
1
－
一
－
、
■
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
了
 
 

1V  



4．FinancialIndicators  

ロIPensionSupportRatio－HigherforF．SP、lowerfbrNPSPandLPSP・RatiodecreasedfbrallPubIic   

PensionPlans   

ThepensionsupportratiosIcontinuedtodeclineinallpublicpensionplans（Figure2－4－2，2－4－3inthe   

report）．Itwas2．82fbrEPl，1．68fbrNPSP，1・89fbrLPSP，4・88fbrPSPand2・77fbrNP・PSPwithhigher   

pensionsupportratiomaybeconsideredlessmaturethanEPI・Conversely，NPSPandLPSPwithlower   

PenSionsupportratiosareconsideredmatureplans・  

Note］：TheratioofinsuredperSOnStObeneflciaries（onlyold－age（fbrlong－termCOntributors））・  

O Comprehensive Cost Rate 

Thecomprehensivecostratelwas17・8％n）rEPl，17・6％fbrNPSP，16・8％fbrLPSP，and12・0％fbrPSP  

（Figure2－4－8，2－4－9inthe report）．1n FY2006，therates rose fbrNPSP，LPSP，and PSP，andremained   

unchangedfbrEPI．  

Note］：Therateofrealexpenditurefbrwhichtheplanmustprovideitsownresourcestothetotalstandardremuneration・  

Thecomprehensivec（｝StratefbrEPJiscalculatedontheaccountbaseanddoesnotinchldetheportionpaidby  
Employees’PensionFundonbehalf（一rEPl・  

ofthe2004ActuarialValuation  arisonbetweenActualValuesand FuturePro   5．Com  

［］TheNumberofInsuredPersons   

Theactualnumberslofinsuredpersonsexceededthefutureprqjections2fbrEPT，PSPandNP（Basic   

Pension），but wereless than thefuture prqjections fbrNPSP＆LPSP（Figure3－2－1in the report）・The   

exceedingwas3．6％fbr EPl，3．5％fbrPSP，andO・8％forNP（Basic Pension）・Onthe otherhand，the   

PerCentageOfbeinglesswasO．1％fbrNPSP＆LPSP・  

Nole）：ForEPl，COmParisonsaremadeusing－‘estimatesofactualvalue”（seepage980fthereport）．Thisdefinitionalso  
appliesbelow．  

Note2：The丘Itureprq］eCtionvalueswereprocessedbyreflectlngtheincreasesinsubsidiesbystateetc・lbrtheBasic  

Pensionresulting什omtheamendmentsafter2004intothefuturepr（〕ectionsofthe2004actuarialvaluation（SeC  

page990fthereport）．Thisdefinitionalsoappliesbelow・  

No（e3＝ FollowlngtheintegrationoffinanciこIlunitsfbrNPSPandLPSP，theactuarialvaluationnowshowsthefuture  

pr（t［eCtionswhichintegratethefinancesofbothofthesepensionplans・Thecombinedprq）eCtionsfbrNPSPand  

LPSPareshownas“NPSP＆LPSP”．  

［コ TheNumberofBenefieiaries  

Theactualnumbersofbenenciarieswerelessthanthefutureprq）eCtionsfbrEPI，NPSP＆LPSPandPSP，but   

exceededthefutureprqjectionsfbrNP（BasicPension（includesbenenciariesofbenefitsequivalenttothe   

BasicPension））（Figure3－2－3inthereport）．Thepercentageofbeinglesswas3・0％ofthefutureprqjections   

fbrEPI，3．7％fbrNPSP＆LPSPandO．5％fbrPSP．Ontheotherhand，theexceedingwasl．3％fbrNP（Basic   

Pension）．  

V   



［コ Contributions  

Actualcontributionsexceededthefuturepr（リeCtionsforEPT，butwerelessthanthefutureprq］eCtionsfbr   

NPSP＆LPSP，PSPandNP（Figure3－2－4inthereport）．Theexceedingwasl．3％forEPI．Thepercentageof   

beinglesswas5．0％fbrNPSP＆LPSP，0．3％fbrPSP，and15・4％fbrNP・  

□Expenditure   

Actualexpenditureslexceededthefutureprq］eCtions fbrEPIand PSP，butwerelessthanthefuture   

PrqjectionsfbrNPSP＆LPSPandNP（Figure3－2－7inthereport）．Theexceedingwasl．0％forEPIandl・4％   

fbrPSP．Ontheotherhand，thepercentageofbeinglesswasl．6％fbrNPSP＆LPSPand5．8％fbrNP・  

Notet：Portionoftotalexpenditureasprovidedfbrbyincome斤omcontributions，reServeS，investmentincomeand  

Subsidiesbystateetc．  

□lPensionSupportRatio   

Theactualpensionsupportratiosexceededthefutureprq）eCtionsfbrEPI，NPSP＆LPSPandPSP，butwere  

lessthanthefutureprqjectionsfbrNP（Figure5，Figure3－3－1inthereport）・TheexceedingwasO・09points   

forEPT，0・01polntSfbrNPSP＆LPSPandO・24pointsfbrPSP・Ontheotherhand，theactualratiowasO・01   

POintslessforNP（Figure3－3－3inthereport）．  

FigureS Pension supportratio 
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Tocomparewithfutureprq）eCtionofActuanal  
Valuation，theactualpensionsupportratioonlyln  
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O Comprehensive Cost Rate 

Theactualcomprehensivecostrateswerelessthanthefutureprq）eCtionsfbrEPl，butexceededthefuture   

prqjectionsfbrNPSP＆LPSPandPSP（rigure6，Fjgure3－3－4inthereport）・TheactualratewasO・1points  

lessfbrEPI，andtheexceedingwasO．6pointsfbrNPSP＆LPSPandO・3pointsfbrPSP（Figure3－3－6inthe   

report）．  

Figure6 Comprehensiveeostrate  
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6．AnalysisoftheDiffbrencebetweenActualValuesandFutureProjectionsofthe2004ActuarialValuation  

□AnalysisoftheDifftrenceinReserves   

ActualreserveSeXCeededthefuturepr（リeCtionsfbra11employeepensionplans・Am叫OrreaSOnfbrthisis   

thattheactualnominalrateofreturnO71investmentwashigherthanthefutureprqjection（Figure3－4－3in   

thereport）．Amoredetailedanalysisrevealsthattheactualnominalwagegrowthratewaslowerthanthe   

futureprQjection，CauSingactualreservcstobelessthanthefutureprqjection（Figure3－4－6inthereport）・   

Onthemarketvaluebase，thereservefbreachMAAwasgreaterthanitsbookvaluebase，andthedifrerence   

betweenactualmarketvalueandthe且IturePrq］eCtionsgrewlarger・  

（FinancialStatus“inRealTerms’’）  

lnpublicpensionplan，bothrevenues（SuChascontributions）andexpenditures（SuChasbenents）generally  

increaseordecreaseinresponsetothel－Ominalwagegrowthrateoverthelongterm・Therefbre，eVenifthe   

actualvalueandthefutureprq］eCtionofthereservesdivergeduetodifftrencesinthenominalwagegrowth   

rate as described above，the overa11scale ofpension坑nances willonly similarlylnCreaSe Ordecrease   

providedthattherealwagegrowthrate，etC・remainsthesame，andtheimpactonnnancialstatuswillbe   

minoroverthelong－term．   

cornparlng”estimatedprq）eCtionsexcludingthediffbrencesinnominalwagegrowthrate”1withtheactual  

vii   



reserveS，theactualreturnSOninvestmentfbrallplansexceedthefutureprq］eCtion，andtherefore，the  

difftrencesofactualreserveOVereStimatedprqjectionaresignincantlypositive（Figure7，Figure3－4－7in  

thereport）・Thisshowsthat，fromtheviewpointofpension丘nances，aCtualresultsareshowingbetter  

PerformancethanthefutureprqIeCtions．   

Note］：Thefutureprq，eCtionsinthe2004actuarialvaluationsareestimatedvaluescalculatedbyreplaclngthenominal  

WagegrOWthratesusedintheonglnalvaluationwithactualvalues．  

Figure7 DifferencebetweenActualReservesandFutureProjectionsof2004ActuarialValuation  

［expressedusingthefutureprqjectionattheendofFY2006asthestandard（＝100）］  
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2004   2005   20¢6  
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growth rate 

2004   20（15    ヱ00（I  ヱ004   2005    201I6  

（Refbrence）Howtoreadthe坑gure  

●Thedif托rencebetweenthe”actualvalue’’ofthereserves（greenline）andthe“estimatedprqjectionexcludingthedif托rencesin  

nominalwagegrowthrate”（redline）showsthatthe”actualresultsareshowingbetterperfbrmancethanthefutureprqjections，，，  

asdescribedabove．   

□AnalysisoftheDiffbrenceinExpenditure／RevenueRatiosI   

Forallemployeepensionplans，aCtualexpenditure／revenueratioswerelowerthanthefutureprq】eCtions  

（Figure3－5－1inthereport）・Forallplans，theprincipalreasonforthediffbrenceisthatreturnSOninvestment  

inFY2006exceededthefutureprqjections（Figure3－5－2inthereport）．  

Notel：”Realexpenditure minus Subsidies by state etc・，，expressed as a percentage agalnSt＝Contributions plus  

investmentrevenue”   

口AnalysisoftheDifrbrenceinReserveRatiosI   

Forallemployeepensionplans，aCtualreserveratios（marketvalue）exceededthefutureprqjections（Figure   

3－5－5inthereport）・Forallplans，theprincipalreasonforthedifrbrenceisthedifftrencefor“ReserveSat   

theendofthepreviousnscalyear（FY2005）’’inFY2006，andthemqjorreasonforthisisthattheactual   

nominalratesofreturnOninvestmentexceededthefutureprqjectionsinFY2005（Figure3－5－7inthereport）．  

Note］‥“ReserveSattheendofthepreviousnscalyear＝expressedasaratioagalnSt＝RealExpenditureminusSubsidies  

bystateetc・”oftherelevantfiscalyear  
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はじめに  

はじめに   

本報告書は、平成18年度における我が国の公的年金の財政状況をとりまとめたもので  

ある。   

社会保障審議会年金数理部会は、「被用者年金制度の安定性及び公平性の確保に関し、  

財政再計算時における検証及び毎年度の報告を求めること」、「被用者年金制度の一元化  

の具体的な措置が講じられる際の具体的な費用負担の在り方等について年金数理的な観  

点からの検討及び検証」などを行うため設置されている。   

部会設置以来、 これまで毎年、公的年金各制度の財政状況について制度所管省に報告  

を求め、その財政状況を専門的な観点から検討、分析するとともに、財政を見る上で必  

要となるデータや将来の財政再計算等で考慮すべき事項について指摘してきた。また、  

平成16年に行われた財政再計算については、その聴取資料を某に各制度の安定性、公、ド  

性に関して財政検証を行っている。これらの内容については、部会議事の公開、報苦資  

料や議事録の厚生労働省ホームペーージ への掲載等を通じて、その内容を国民に広く提供  

してきた。   

本報告では、各制度からの平成18年度の財政状況の報告をもとに、各制度の財政状況  

を横断的に一覧できるようにわかレ）やすくまとめた上で、年金財政の複雑な仕組みやそ  

の意義、これまでの経緯などの説明とともに、現状分析及び平成16年財政再計算との比  

較を行った。平成13年度分から、毎年、報告書を作成・公表しているが、今年度は、新  

たに被保険者の年齢階級別コーホーートの増減等の分析を行ったほか、実績と平成16年財  

政再計算との解離要因については、積立金、収支比率及び積立比率について分析を行っ  

ている。   

平成19年4月には、被用者年金制度の一元化法案が国会に提出され、また、現在、平  

成21年における「財政の現況及び見通しの作成」・財政再計算に向けた検討も始められ  

ている。 これらの議論では、各制度間の現状の比較は欠くことのできないものである。   

本報告吾が公的年金の財政状況理解の 一助となり、ひいては年金制度に関する議論に  

資することができれば幸いである。  
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第1章◆公的年金の概要  

第1章 公的年金の概要   

1 公的年金とは   

公的年金は、老後を始め、陪．ナや死亡の場合の所得保障をlズ1るものである。現在、   

その財政は、現役仲代の支払った保険料をその時々の高齢者の年金給付に充てるとい   

う世代間扶養を基本としつつ、一定の積立金を保有し活用することにより将来世代の   

負担を緩和する什組みとなっている。   

公的年金は、古くは恩給及び作業共済制度をもととし、いくつかの制度が順次創設   

された。現在は、IEl民年金（基礎年金）と悍生年金保険（以下、厚生年金という）、さ   

らにl司家公務員共済組合、 地力公務員共済組合及び私立学校数職員共済制度の3つの   

共済年金（以下、それぞれ国共済、地共済、私学共済という）からなる。旧社会保障   

制度審議会に年金数理部会が設閏された昭和55年当時には、これら5つの制度の他、   

船員保険、公共企業体職員共済組合（国鉄共済、専売共済、「1本電信電話共済：以下   

旧三共済という）、農林漁業用体職員共済組合（以卜、IH農林年金という）があったが、   

いずれも厚／巨年金と統合（船員保険については職務外の年金給付部分）、現在に至って   

いる。   

本報告書では、盲二として、平成7年度からの動きについて見ており、その後に統合   

があった旧三共済と旧農林年金については、おおむね厚生年金に含めている。なお、   

国民年金を除く各年金を被用老隼金と総称する。  

2 体系（国民年金と被用者年金との関係）  

公的年金の体系は凶で示すと、次百のとおりである（凶表12－1）。   

公的年金のうち国民年金は、全国民共通の「基礎年金」の制度である。被用者年金各   

制度の被保険者・組合員・加入昔（以下、被保険者という）は国民年金の第2号被保   

険者となり汗、その被扶養配偶者（20歳以【二60歳未満の者に限る。）は同第3号被保険   

者となる。第2号、第3片被保l倹者のいずれにも該当しない者、例えば自営業者とそ   

の配偶者、家族従業者、無職の昔などで20歳以上60歳末満の者は同第1号被保険者   

となる。そして原則として65歳到達以後、老齢基礎年金を受給する。また、被用者年   

金制度の被保険者期間を有する者は、当該被用者年金の支給開始年齢到達以後、基礎   

年金とは別に当該被用者年金も併せて受給する。なお、国民年金には基礎年金以外に   

付加年金や寡婦年金といった独自給付がある。  

柱 65歳以上の者にあっては、老齢・退職隼金グ）受給権を有さない者に限られる。  
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第1章◆公的年金の概要  

図表1－2－1公的年金の体系  

柱 厚生年金基金は老齢厚／生年金の一部を国に代わって支給する（図中「代行部分」）。  

3 一元化の推進   

我が国の公的年金制度は、それぞれ経緯を持って発足、発展してきた。その後、制  

度間での制度的、財政的な差異が制度自体の安定性と加入者間の公平性に問題を生じ  

るようになり、その対応策として公的年金の一元化が推進されている。 1でみた、制  

度の統合もその一環である。さらに、平成16年財政再計算では、平成13年3月16日  

付け閣議決定「公的年金制度の一元化の推進について」に従い、国共済と地共済にお  

いては財政単位一元化が図られ、私学共済では掛金率を従前よりも前倒しして引き上  

げていくこととされた。   

さらなる対応策を推進するため、平成18年4月28日付け閣議決定「被用者年金制  

度の一元化に関する基本方針について」に従い具体案が検討され、平成18年12月19   

日に政府・与党合意として、被用者年金の太宗を占める厚生年金に公務員及び私学教  

職員も加入することとし、2階部分の年金は厚生年金に統一することとされ、平成19  

年4月に、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険等の一部を改正す  

る法律案」が国会に提出された。  
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